
企業活動が国境に制限される時代は、完全に過去のも
のとなりました。資源や労働力、市場を求めて海外に進
出している企業は、枚挙に暇がありません。また、少子
高齢化によって国内市場の縮小が懸念される日本国内の
企業は、海外展開を余儀なくされています。しかし、海
外展開は、企業にとってメリットばかりではないようで
す。

実際、海外に進出した日本企業の多くは、法務面での
トラブルに直面しています。

例えば、中国に進出した大手自動車メーカーは、従業
員との労働条件の調整に失敗し、大規模なストライキに
遭遇しました。また、欧州では、変電所設備に関する価
格カルテルを理由に、日本企業を含む 11 社に、総額 7
億 5 千万ユーロの支払いが命じられています。さらに、
知的財産分野において、米国を中心に、自らは製品やサー
ビスを提供していないいわゆる「パテントトロール」と
いう企業群が、死蔵特許権などを比較的安価に取得して、
日本企業などから多額の特許使用料を請求するという事
例も見られます。

このような法務トラブルについては、海外進出企業の、
実に約 70％以上が遭遇しているとされているのです

（2010 年 12 月 14 日付日経新聞「海外進出企業の７割、
現地で知財など法務トラブル　訴訟・紛争、米中で多く」
参照）。

法務リスクに対し、日本企業
はどのように認識しているので
しょう。多くの場合、法務部門
はコストセンターと認識され、
体制の充実に向けたインセンティブが働きにくいと解さ
れているのではないかと思います。しかし、法務トラブ
ルは、巨額の金銭が動くのみならず、企業のブランドイ
メージの深刻な低下をもたらすことにつながりかねませ
ん。

専門性の強化も課題です。ゼネラリストが志向される
大企業の人事システムでは、法務スタッフも数年で他部
署に異動するケースが少なくありません。ゼネラリスト
的な視点が完全に不要とまでは言い切れませんが、ます
ます専門性が高まる法務リスクに対しては、まだまだ認
識が足りないと言ってよいのではないでしょうか。

これに対し、海外の企業は、法務リスクに対して敏感
です。法務部門に約 1000 人が在籍し、そのうち半数が
弁護士資格を保有しているという、米マイクロソフト社
の例は極端としても、外資系企業を中心に、インハウス
ローヤー（企業内弁護士）の登用が進んでいます。現在、
法務部門の責任者になるには弁護士資格が必須とされて
いる企業も、少なくありません。

もちろん、弁護士が企業に在籍しさえすればよいわけ
ではありません。しかし、専門知識の持ち主として、そ
して法的な専門教育を受けてきた証として、弁護士資格
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保有者を企業に揃えることは、法務部門の強さを物語る
有力な指標と言えるでしょう。

グローバル法務に必要な、資格と英語力

日本企業では従来、法務面での交渉において、資格よ
りも実務経験がものをいってきたと思います。しかし、
法務に関する業務がグローバル化するにつれ、「資格」
という側面がクローズアップされざるを得ないでしょ
う。なぜなら、実務経験というのは非常に「見える化」
が難しいものだからです。

特に外国人相手の交渉等において、日本の実務経験が
何年あるといっても、それを的確に理解できるように説
明することは困難です。一方、「弁護士資格」は、それ
だけで、一定水準の法律知識や法的思考能力を備えてい
るとみなされるツールです。同じ知識と経験を持ってい
る人が二人いて、片方が「弁護士」、もう片方が「資格
無し」ということになると、「弁護士」の意見、発言の
方に説得力があると感じるのは、自然な感情だと思いま
す。また、弁護士資格に加えて、英語力も重要です。外
国人との交渉においてはもちろん、海外の先進的な事例
を調査、分析するためにも、英語で法律を理解し、発信
できる能力が求められています。

資格として、やはり日本の司法試験を考えられる方が
多いでしょう。しかし、企業法務で活躍するためだけには、
これから日本の司法試験を目指すことは、遠回りです。

法科大学院をはじめとする日本の法学教育では、司法
試験合格が最大の目標であり、英語力やビジネスセンス
を鍛えるカリキュラムになっていません。また、受験回

数の制限など、旧試験に比べれば合格しやすくなったと
はいえ、まだまだ狭き門であるのが現状です。

そこで、米国弁護士資格という選択肢が考えられるわ
けです。

働きながら目指せる、米国弁護士資格

米国弁護士資格は、試験の合格率が約 50％（カリフォ
ルニア州）。日本の大学で一定の法学学位などをお持ち
の方は、約１年程度、ABA（全米法曹協会）認可のロー
スクールで LL.M.（法学修士）プログラムを履修すれば、
受験条件を満たし、Bar Exam（司法試験）を受けるこ
とができます。

アビタスでは、米国 ABA 認可のロースクール、
FCSL（フロリダ・コースタル・スクール・オブ・ロー）
と提携し、日本国内で、オンラインで視聴できる
LL.M. プログラムと、日本人講師が日本語で講義をする
Bar Exam 対策を併設した「米国弁護士コース」を、
2010 年８月より開講しております。留学不要で、働き
ながら米国弁護士資格を目指すことができます。

経済のグローバル化は、今後とどまることはありませ
ん。「米国弁護士コース」を活用して、法務部門でのキャ
リアアップにお役立ていただきたいと思います。

アビタスでは、「米国弁護士コース」の他にも、法務
部門の方々のお役に立つ講座を、今後、企画・運営して
まいります。ご期待ください。

さかもと・まさる／中央大学大学院法学研究科修士課程修了後、警察庁
入庁。刑事局刑事企画課、内閣官房主査、交通局交通規制課勤務を経て
退職。2008 年より株式会社アビタスに入社し、米国弁護士コースをは
じめとしたビジネスパーソン向けの講座案内に従事。



れば、グローバルに進展していく
中で、「足りないスキルは何か」が
自分でわかってくるはずです。そ
こから、自分で勉強しようという
気持ちになるのだと思います。ア
ビタスさんの IFRS の講座なども受けさせていただいて
大変ためになりました。IFRS 検定もグループ各社に推
奨しています。また、経理業務をグローバルに標準化す
るために、会計ソフトのグローバル統一をシステム対応
チームが進めています。会計のプロセスが統一され、業
務が標準化され、プラットフォームが統一されるとこと
で、人財が国境を越えて流動化できるようになればと
思っています。

入社半年後、新入社員と話すと「マニュアルが整備さ
れていません」という言葉をしばしば耳にします。マニュ
アルはあっても、業務の変化が激しく追い付いていかな
いのが現実です。自分で何も考えなくてもマニュアルに
従って仕事をすれば処理できるという発想では、「自分
の頭で考える」IFRS 時代には通用しません。「後は自
分で考えなさい」というのは教育でもあります。わざと
全部教えず、報告・連絡・相談のコミュニケーションス
キルを身に着けさせようとする場合もあります。
――アビタスの紹介で採用された人財はどのあたりを評

価されましたか？

佐々木　一つは連結決算のチームを増強しなくてはなら
ないので、連結決算の実務ができる人を中心に紹介して
いただきました。今後の伸びしろや英語で海外の子会社
とやりとりをした経験があるといった部分も採用では見
ています。自分で考えて、自分で行動するといった能力
は、スキルリストには当てはまらないし、面接ではわか
りません。ですから、実際の会計の経験や英語のスキル、
IFRS の知識などで選定するのが通常です。チームで仕
事をするので、社風に合うかどうかも大事ですね。期待
に応えてよくやっていただいています。
――御社のカルチャーに惹かれたという面接者の声をた

くさん聞きました。本日はありがとうございました。

課題解決能力と自律的成長

――これからのグローバル人材に求められるものは？

佐々木　コミュニケーションができて、自分で考え、行
動できる人財が、国内外問わず求められています。海外
では固有のビジネス習慣や宗教を理解することが大事で
す。語学は大切なツールですが、経理財務で言えば、英
語はあまりできなくても、IFRS の条文を英語で読んで
海外子会社に指導できる人財が必要だと思います。経理
で求められる素養としては、実務能力は当然必要ですが、
変化への対応策を見つけ出せる人財が必要だと思います。
問題点の指摘ができる人はたくさんいます。しかし、求
められているのは、「どうすればできるのか」を前向きに
考えて実行できる人財です。会社の仕事は自分一人では
できません。仲間や協力者を増やしてチームとして対応
していける人が、ますます必要とされるのではないでしょ
うか。英語やシステムといったツールを若干でもマスター
していれば、自信になります。そうすれば、ポジティブ
な発想に結びつく可能性はあります。自信がないから「で
きない」と思ってしまう場合がありますから。

経理・財務で求める人財としては、実務能力・事務処
理能力に優れ、変化に対応できる経理財務のプロフェ
ショナル。そのための能力要件は、自己研鑽して自分自
身で自律的成長ができること。すなわち PDCA のサイ
クルで自分自身の能力を高めていける人財です。これは、
どんな時代にあっても普遍的な人財像だと思っていま
す。

自分で考える力を身につける

――経理財務部門の教育はどうされていますか？

佐々木　OJT と本社集合教育が基本です。そこで、経
理の知識を積み上げていくことができます。会計知識だ
けでなく、事業の特性や工場や各社の会計処理の仕組み
などを知ることも大事です。そうした基盤の上で対応策
も導き出せるのではないでしょうか。すべてに通じてい
なくても、自分で問題点を見出し解決していける人であ

Career

IFRS導入とこれから求められる人財の姿（後編）

「話し、考え、行動できる。自律的に成長できる。
それが普遍の人財像です」

三菱マテリアル株式会社
経理・財務部門 経理室 室長

佐々木　晋氏

会計人材の正社員・派遣社員のご紹介はアビタスキャリアセンターまで！
アビタスキャリアセンターへのお問合せ　 mail career@abitus.co.jp　☎ 03-3299-3666　http://www.abitus.co.jp/career/
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9/4（日） 検 定 第8回IFRS検定（国際会計基準検定）
■会場：東京、大阪　■お問合せ：IFRSコンソーシアム事務局　info@ifrs-kentei.com

9/7（水）14：00～17：00 講 座 IFRS対応退職給付会計講座「基本編①」
■会場：アビタス八重洲校　■お問合せ：法人統括グループ　03-3299-3130（中村）

9/13（火）13：25～18：10 イベント IFRS CONSORTIUM 2011 sep　※コンソーシアム会員無料

■会場：ベルサール九段　■お問合せ：IFRSコンソーシアム事務局　03-3299-3221　info@ifrs.ne.jp

9/14（水）10：00～13：00 講 座 IFRS対応退職給付会計講座「基本編②」
■会場：アビタス八重洲校　■お問合せ：法人統括グループ　03-3299-3130（中村）

9/14（水）14：00～17：00 講 座 IFRS対応退職給付会計講座「基本編③」
■会場：アビタス八重洲校　■お問合せ：法人統括グループ　03-3299-3130（中村）

9/21（水）10：00～13：00 講 座 IFRS対応退職給付会計講座「応用編①」
■会場：アビタス八重洲校　■お問合せ：法人統括グループ　03-3299-3130（中村）

9/21（水）14：00～17：00 講 座 IFRS対応退職給付会計講座「応用編②」
■会場：アビタス八重洲校　■お問合せ：法人統括グループ　03-3299-3130（中村）

9/21（水）15：00～17：30 セミナー セキュリティーソリューションセミナー
今のセキュリティ機能で、防御対策が出来ているのか！？次世代型ファイヤーウォールによるセキュリティ対策をご案内します。
■会場：アビタス新宿本校　■お問合せ：法人統括グループ　03-3299-3130（中村）

9/24（土）10：00～16：00 講 座 9月期　DipIFR（IFRSディプロマ）コース　開講
■会場：アビタス新宿本校　■お問い合わせ：ラーニングセンター　03-3299-3330

12/4（日） 検 定 第９回IFRS検定（国際会計基準検定）
10 月下旬より受験申込受付を開始の予定です。
■会場：東京、大阪　■お問合せ：IFRSコンソーシアム事務局　検定係　info@ifrs-kentei.com

八重洲校
大阪校

新宿本校

新宿本校 八重洲校 大阪校

IFRS CONSORTIUM 2011 sep 開催!

グローバル時代の経営管理
──日本企業がIFRSとどう向き合うか

詳細・お申し込みはIFRSコンソーシアムHPから
→ http://www.ifrs.ne.jp/event/110913.php
お問合せはIFRSコンソーシアム事務局　03-3299-3221

2011年9月13日（火）
13:25〜18:10 at ベルサール九段

申込
受付中

多くの来場者を迎えた前回（IFRS	CONSORTIUM	2011	mar）


